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1 商工部の概要について

(1)機構表

商工部

(部長

訂人

田中洋一)

企業立地・雇用拡大担当

(理事;長谷崎耕蔵)

産業雇用政策課 18人

(課長:本多浩志)

(課長補佐;元尾賢治)

(平成31年4月1日現在)

企画金融係 5人

(係長:田中真武)

商工振興課

(課長:黒田

雇用促進係 4人

(係長:中神亮)

立地創業係 5人

(係長:前田耕作)

12 人

正代)

中央卸売市場 7人

(市場長:演口誠)

長崎県産業振興財団

派遣 2人

ふるさと納税推進室 4人

(室長;岩永貴博)

商業流通係 7人

(係長:田中祐介)

0

プレミアム付商品券事業室
4人

(室長:松尾将)

工業貿易係 4人

(係長:高比良格)

(次長:井克史)

係 3人

(係長:榎田

係 3人

(係長:川脇

暁子)

係 5人

(係長:山下

忍)

文男)



(2)分掌事務

(1)部の統括に関すること。
(2)部の所管(中央卸売市場を除く。)に係る国庫支出金等に関すること。
(3)部の所管(中央卸売市場を除く。)に係る予算の経理に関すること。
(4)中小企業の金融支援に関すること。
(5)雇用対策に関すること。
(6)勤労者の福利厚生に関すること。
(フ)経済成長戦略に関すること。

(8)企業誘致に関すること。

(9)産学連携に関すること。

(10)長崎サミットに関すること。
(11)経済活性化審議会に関すること。
(12)一般財団法人長崎市勤労者サービスセンターとの連絡調整に

関すること。
(13)商工会議所その他の経済団体との連絡調整に関すること。
a4)部内事務の連絡調整に関すること。

産業雇用政策課

(1)商業及び流通業の振興に関すること。
(2)協業組合、中小企業等協同組合並びに商工会及び商店街振興組合

の設立の認可等に関すること。
(3)特定商工業者の負担金の賦課の許可等に関すること。
(4)電気用品安全法(昭和 36年法律第 234号)1こよる電気用品販売店等

からの報告の徴収及び立入検査に関すること。
(5)商店街等の高度化事業計画の認定等に関すること。
(6)市設小売市場との連絡調整及び維持管理に関すること。
(フ)市民生活プラザのホール及ぴ会議室に関すること。
(8)商工会議所その他の商工業団体との連絡調整に関すること。
(9)長崎つきまち株式会社との連絡調整に関すること。
(10)販路開拓支援に関すること。

(11)物産振興に関すること。
(12)伝統的工芸品の振興に関すること。
(13)鉱工業の振興に関すること。
(14)産業技術審査会に関すること。
a5)貿易の振興に関すること。
a6)ふるさと納税推進室及びプレミアム付商品券事業室に係る庶務及び

連絡調整に関すること。

(平成31年4月1日現在)

商工振興課

゛

ふるさと納税

推進室

プレミアム付

商品券事業室

a)

(2)

ふるさと納税の推進に関すること。

企業版ふるさと納税の推進に関すること。

中央卸売市場

(1)プレミアム付商品券に関すること。

(1)市場事業の企画に関すること。
(2)市場関係業者に係る許認可等及び指導監督に関すること。
(3)市場施設の管理及び利用許可に関すること。
(4)売買取引及び決済に関すること。
(5)市場関係団体との連絡調整に関すること。
(6)中央卸売市場開設運営協議会及び中央卸売市場取引委員会に

関すること。

(フ)長崎中央市場サービス株式会社との連絡調整に関すること。
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2 長崎市の商工業の概況について

(産業構造)

長崎市内の事業所数を、「平成28年経済センサス・活動調査」の産業分類別構成比で見ると、

全国値と比べて第2次産業の占める割合が低く、第3次産業が多いという産業構造になっている。

0.6 %)、第2次産業 11.6 %(全国値0.3 %に 玉

81.6 %)3二 88 % 玉

(雇用)

雇用においては、長崎公共職業安定所管内の年間有効求人倍率は、平成28年度以降1.0倍を

超えており、平成30年度は1.06倍と、平成4年以降最も高い数値となっている。

また、新卒者の内定率は、大卒者が97.2%、高卒者が98.フ%と、ともに過去最高水準で

推移しているものの、全国的な人手不足を背景に県内就職率は減少している(高卒者51. 1%、

大卒者36.フ%)。

(商業)

商業においては、定住人口の減少や市外への消費流出、インターネット販売や通信販売など消費

スタイルの多様化により、地域商店街や市場を取り巻く環境は依然厳しい状況が続いている。

個人消費の動向については、百貨店やスーパー等の販売額は前年比マイナス幅が減少したほか、

ドラッグストアの好調が続き、コンビニエンスストアも堅調な売り上げが続いている。

観光の面では、各施設の集客努力の奏功や外国人観光客の増加や世界遺産登録効果などから、堅

調に推移している。

(製造業)

造船分野において、大手・中堅造船の動向については、一部でグローバル競争の激化等により、

受注環境が厳しい状況にあるものの、一定の操業を維持している。中小造船においては更新需要等

を背景に高水準の受注残となっており、高操業が続いている。

機械・重電機器分野においては、原動機は国内外向けともに受注が減少し、操業度をやや引き下

げており、大・中型モーターは国内設備投資需要が堅調なため、振れを伴いつつも高めの水準を維

持している。冷熱機器は、国内向けを中心に横ぱい圏内で推移している。

1 7.8 %)

(貿易)

長崎港におけるコンテナ取扱数の動きとしては、平成25年6月からの長崎一釜山航路の週3便

化や大型客船の建造等の影響もあり、平成26年以降は増加したものの、大型客船建造の終了に伴

い、平成29年は減少した。平成30年は、大手造船所におけるLNG船舶資材の輸入が好調であ

つたことから、前年と比較すると27.5%と大幅に増加し、また輸出についても、対前年比2

3%の増と7年連続で増加したことから、輸出入コンテナ取扱数は対前年比21.3%の増加とな

り、過去最高の取扱数となっている。
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(1)産業構造(長崎市内)

《出典:平成26年経済センサス基礎調査、平成28年経済センサス活動調査、(総務省統計局)》

【留意】日本標準産業分類(大分捌「公務」及び「国、地方公共団体」の数値を除く。

ア事業所数

産業分類

総

第

第

別

次

林

産

数

次

漁

平成26年

業

第

数炉月

産

業

・受

電気・ガス・熱供給・フK道業

情報通信業

運輸業、郵便業

売卸売業、小 業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サーピス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

19,504

業

構成比

次

53

産

53

平成28年

2,300

数炉用

0.3

業

6

1,439

855

0.3

18' 840

゛

11.8

構成比

《構成比の単位:%》

17,151

52

増減(H28-H26)

18

197

440

5,422

372

1,573

刀9

2,627

1,859

547

1,928

129

1,260

52

2,192

数炉斤)

0.3

2

1,381

809

幻.9

0.3

0.1

1.0

2.2

27.8

1.9

8.0

4.0

13.5

9.5

2.8

9.9

0.フ

6.5

▲664

11.6、

構成比

0.1

16,596

'1

▲1

26

180

418

5,216
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1,496

フ79

2,514

1,787
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1,236
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開.1

全国

'4

▲58

▲46

中核市

0.6%

0.1

1.0

2.2
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4.1
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2.フ
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6.6
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イ従業者数

産業

総

第

分類別

農

第

次

林

産

数

漁

次

平成26年

数(人)

業

産

第

業

207,637

電気・ガス・熱供給・フK道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

業

構成比

726

次

726

平成28年

35,183

数(人)

産

0.4

187,4鯰

業

0.4

心

11,529

23,611

16.9

構成比

《構成比の単位:%》

741

01

増減(H28-H26)

171,728

741

28,"5

5.5

数(人)

0.4

636

3,089

8,194

38,600

8,996

4,678

フ,514

27,104

9,290

8,266

39,316

2.036

14,009

11 3

'20,145

0.4

82.フ

39

1 1,373

17,033

15.2

構成比

0.3

00

15

158,306

1.5

'6,738

6.1

15

4.0

18.6

4,3

2.2

913

3,195

フ,550

37,157

フ,760

4,470

フ,515

19,656

9,687

フ.326

37,898

1,420

13,759

91

※経済センサスは、事業所を対象とする調査のため、従業者には長崎市外在住者も含まれる。

84.4

▲4

▲1.フ

▲156

▲6,578

05

'0.1

▲13,422

17

3.6

0.6

全国

4.0

13.1

4.5

'2.2

中核市

0.6%

19.8

長崎市

1.フ

'644

▲1,443

▲1,236

'208

▲7,448

397

4.1
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.

4.0

0
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※中核市は、長崎市及び同規模人口(40万人台)の中核市17市を対象として集計している。
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ウ売上金額

産業分類別

総

第

第

次

林

産

数

円(百万円)

平成26年

漁

次

業

3,796,837

産

業

第

・妾

構成比

業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

売 業売 業、小卸

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サーピス業

生活関連サービス業、娯楽業

学習支援業育教 、

医療、、福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

15,397

15,397

円(百万円)

次

平成28年

786,480

4,663,406
【非公壺分含む)

0.4

産

1,609

240,373

544,498

0.4

業

構成比

僻苦成比の単位:%》

20.フ

17,505

増減(H28-H26)

0.1

6.3

14.3

17,505

2,994,961

793,014
(非公表分除く)

円(百万円)

25,704

61,356

74,470

1,191,617

741,125

66,145

59,483

70,1 15

138,734

43,012

415,812

12,237

95.151

0.4

非公表

254,146

538,868

866,569

0.4

78.9

構咸比

17.2

2,108

3,801,048
(非公表分除く)

0.フ

2,108

1.6

5.5

非公表

66,895

92,025

1,253,323

702,598

71,352

79,634

105,478

167,950

48,808

1,098,202

14,629

100,154

6,534

11.フ

20

31 4

82.4

13,刀3

'5,630

※留意:上記の売上金額は総務省統計局が算出した試算値であり、事業所からの報告値ではない。

'3.5

19.5

1.フ

1.6

▲0.1

806,087

1.5

▲0.8

全国

中核市

長崎市

2.0

▲2.6

03%

5,539

17,555

61,706

▲38,527

5,207

20,151

35,363

29,216

5,796

682,390

2,392

5,003

1.8

27.2

0,1%

3' 5

3.フ

15.2

▲0 7

※中核市は、長崎市及び同規模人口(40万人台)の中核市 17市を対象として集計している。
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三
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工

【構成比比較表示】

業所規別の事業所数及び従

3.0

43

11.3

従業者規模別事業所数

1.8 0.6 0.1

※下記円グラフの数値は構成比(%)を示している。

0.2

数

1~4人

5~9人

10~19人

.20~29人

30~49人

50~99人

100~199人

200~299人

300人以上

闇従事者10人未満の事業所が全体の約8割を占めており、特に4人以下の事業所が約6割と

なっている。

■従事者数においては、100人以上の比較的大規模な事業所が、全体の約V3 を占めている。

皿事業所及び従事者数の構成比においては、全国比と同等である

従業者規模別従事者数

。、舮
13 4

総数

1~4人

5~9人

12.3

10~19 人

数

18,840

10,899

3,843

2,130

81320~29 人

事業所

構成比

11.1

13.4

30~49 人

50~99 人

100~199 人

10.4

200~299 人

全国の構成

57.眺

20.4%

11,3%

4.3%

3.0%

1.既

0.6%

0.1%

15 3

300 人以上

派遣、下請けのみ

557

57,1%

19.鵠

12.2%

4.4%

336

数

187,429

23,283

25,139

28,舶8

19,482

20,870

23,106

17,044

4,785

25.095

従事者

構成比

(単位:所、人)

3.0%

1.9%

0.フ%

0.2%

全国の構成

12.暢

13.4%

15.3%

10,4%

11,1%

0.4%

0.2%

0,2%

11.5%

12.2%

15.4%

0.5%

12.3%

9.フ%

9.1%

10.脇

12.1%

2.酬

13.4%

9,3%

4.4%

14.6%

2
0
3
7

2
 
2
 
4
 
7



(2)用

ア長崎公共職業安定所管内(※長崎市、長与町、時津町)等の状況

少子高齢化による生産年齢人口の減少を背景に有効求職者数は微減傾向にある。

一方、有効求人数は定年退職の増加と景気の回復による人手不足を背景に微増傾向にある。

(単位'人)

140000

120000

100.000

80.000

60000

40000

20.000

0

128.228

有効求職者数

88.519

117480

79,490

114.955

@西西鳥鳥
゛゛゛゛゛

75926

117648

76734

114,390

有効求職者数

72.998

140、000

120.000

】00000

80.000

60.000

40.000

20.000

0

ハートを除いた数値

111,701

有効求人数

70.239

114,013

平成26

年度

平成27

年度

平成28

年度

平成29

年度

平成30

年度

※資料

117057

71,213

有効求職者数

0.871 1 1,701128,228
(0.79)qo,239)(88,519)

0.97114,013117,480
(0.90)(71,213)(79,49の

1.02117,057114,955
(0.97)(73,61の(75,926)

1.03121.671117,648
(0.97)(74,730)(76,734)

1.06121,364114.390
(1.03)(74,981)(72,998)

雇用ガイダンス(ハローワーク長崎発行)平成31年3月分より

鳥鳥西@鳥
゛゛゛゛゛

121,671 121,364

73610 74,730

有効求人数

74,981

有効求人数

※( )内はパートを除いた数値(単位

有効求人倍率

長崎地域

バートを除いた数値

参

全国

1.11

人、倍)

考

長崎県

0.87

1.23

1.39

1 01

1.54

1.14

1.62

1.20

1.25



イ常用雇用(正社員・正職員)に係る有効求人・求職の状況

建設業(建築・土木技術者、建設の職業)や製造業(金属材料製造等)において人手不足

(有効求人倍率が高い)となっている一方、事務的職業においては求人数が不足している(有

効求人倍率が低い)状況である。

専門的・技術的職業

職

建築・土木技術者

社会福祉の専門的職業

業

事務的職業

有効求人数

一般事務員

会計事務員

1,4舶人

販売の職業

有効求職者数

サービスの職業

190 人

330 人

介護サービスの職業

飲食物調理の職業

1,154 人

679 人

長崎地域

有効求人倍率

71 人

146 人

生産工程の職業

503 人

63 人

1.29

金属材料製造等

製品製造・加工処理

2,235 人

全国(参考)

4舶人

2.68

1,909 人

140 人

1,309 人

輸送・機械運転の職業

2.26

2.24

建設・採掘の職業

641 人

232 人

0,30

6.51

593 人

0.26

建設の職業

3.08

899 人

※資料:雇用ガイダンス(ハローワーク長崎発行)

全国の數値は厚生労働省「一般職業紹介状況(平成31

827 人

0.45

0.48

365 人

164 人

3脇人

54人

0.79

0 38

1.46

0.フフ

436 人

427 人

1.76

1.41

2.07

147 人

89 人

375 人

2.91

126 人

1.90

3.33

230 人

2.40

2.89

152 人

0 61

1.79

平成31年3月分より

年3月分及び平成30年分)」より

41 人

1.86

9

3 09

2.47

1 64

3.07

2.66

5.37

5.29

ノ



ウ県内新規学卒者の就職内定率(各3月末時点)

平成31年の県内新規学卒者の就職内定率は、高卒者が98.フ%(5年連続で98%以上)

大卒者が97.2%(過去2番目の高さ)と非常に高く、定年退職の増加や景気の回復など1

よる人手不足を背景に企業の採用意欲が高まっていることが窺える

90

85

86.0
85,1

80

88.フ

83.6

92.5

89.

899

96.1

937

75

83

83.8

91,2

855

94.4

94.8

91,6

70

73.1

歌歌敢歌政倣像敢敢敢歌敢政歌歌゛敢敢歌y
、.>ル紗'炉'炉 N'舮炉'即、゛、゛゛ゞ゛邸邸印゛§)ゞゞ会軒会舟及軒会科会及会会及会会会及令令会会会会及

78.6

74.2

92.5

92.8

942

96.0

97.597.9
98798898.8 98.4

※資料:長崎労働局

88.4

(単位:%)

90.5

873

91.9

+
.゛

93,1 933

97,0

94.5

98.フ

゛

゛

96.8
97.2

高卒者

大卒者
●
1



新規学卒者の進路状況

(ア)高校

ヨ県内新規学卒者の県内就職率の推移

平成31年3月高卒者の県内就職率は51.1%と、前年比2.6ポイント減となった。

全国的な人手不足を背景に、県内企業と比較して雇用条件の良い県外企業からの

求人が増え、県内企業が地元の人材を獲得できていない状況にあると考えられる。

(単位:%)

80

70

60

66.8

50

高卒者(長崎県内)

40

51,1

30

60.6

393

51.0

平成27年

640

53.フ

平成29年

61.4 (66.5)

(55.の51.1

干成30年

43.6 (45.6)

平成31年



(イ)大学

a 県内新規学卒者の県内就職率の推移

平成31年3月大卒者の県内就職率は36.フ%と、前年比2.2ボイント減となった。

高卒者同様、全国的な人手不足を背景に、県内企業と比較して雇用条件の良い

県外企業からの求人が増え、県内企業が地元の人材を獲得できていない状況にあ

ると考えられる。

50

45

40

35

30

大卒者(長崎県内)

25

44.6

20

39.6

平成27年

46.2

392

平成28年

44.3

38,9

大卒者

平成29年

男

平成30年

^女



(ウ)

a

専門学校

市内専門学校就職状況

平成31年3月卒業者の県内就職率は刀.8%と、前年比4.4ボイント増となった。

100

80

60

40

20

専門学校卒業者

78.フ

0

平成刀年

75.0 73.4

平成29年

^.内

(単位:%)

刀.8

県外

平成即年



オ市内企業の採用状況

長崎市内に事業所があり、過去に本市事業への参加実績等がある企業に対して新卒採用

状況に関するアンケート調査を実施しており、令和元年度調査では、調査対象 217 社のうち

152社から回答を得た(回答率70%)。

過去 5年間の動きを見ると、新卒採用数の増減に対し、地元就職者数は概ね一定で推移

している一方、 u ldターン就職者数は増減幅が大きいことから、若年者の地元定着に

あたっては、市内在住者はもとより、市外・県外在住者向けの施策も効果的であると考え

られる。

H27年卒

回答

調査数

H28年卒

二

新卒採用数

H29年卒

162

力拓

人568

うち

誘致企業

うち正規雇用

二

744 人

H30年卒

749

758 人
98.8

.ーーーー..ーーーーーー1-ーーー"....■■■■.

183183

24.1 100.0 %

地元就職

者数※

39.1

うち

誘致企業

5

黒

405 人

53.9

UIJターン

就職者数

71.3

%

H31年卒

%

828
船8 人

98.8
■■■●◆昂゛ーーーーーー●一ーーーーー....ーーー.

176178

212 %98.9

556

%

1 1 1

163 人

74.フ

うち

誘致企業

Π

426

(令和元年5月31日時点集計)

うちJターンうちUターン 1 うち1ターン

28.フ

11.9

巧2

厘イ

504 人

叫

%

188

25.3

※市内出身者が市内の高校または大学等を卒業後、市内企業に就職した数

66.5

14.9

60.9

%

6.6

698
699 人

99.9
一■.ーーーーーーー●一●鬼●●●◆■■◆■■●◆◆゛ー

131 131

%18.フ 100,

7

100

93

38,9

125

17.6

64

人: 86 人254

50.8

10

168 人

22.2 %33.5 %, 11.3 %

78 人12 人90 人

42,6 %%

467

フフ

48.9

10.4

55.フ

83

5.4

67

17.9

49.2

63

273

51.1

272 人羽371

32.511.844,3
"..■■.゛ーーーーーーー1-ーーーー.........●.ーーーーーーーーーーーーーー、●●■●●■◆◆◆◆■闇■◆

701282

%39.36.846.1 %

96

11.1

人
%

人
%

人
%

人
%

人
%

人
%
一
人
%

3

6

6

閃

4

9
.

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ι
'
Y
'
ー
ー
,
ー
:
.
'

人
%

人
%

人
%
一
人
%

馴

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
'
ー
ー
一
1
ー
ー
ー
ー
ー
ー
'
ー
ー

甲

人
%

十
一
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ロ

人
%
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%
一
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%
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%
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%
一
人
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%

%
一
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%

人
%
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%
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%
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%
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一
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(3)商業

ア長崎県と長崎市の現況

長崎県

長崎市

※1

※2

卸売業

小売業

事業者数

(店)

資料:平成28年経済センサス

事業者数及び従業者数については、管理,補助的経済活動のみを行う事業所、

産業細分類が格付不能の事業所等を含まない。
四捨玉入の閥係で合計が合わない場合がある。※3

イ長崎市の卸売業(年間販売額順)

14,737

従業者数

(人)

4,303

飲食料品

946

3,357

機械器具

95,219

建築材料,

鉱物・金属材料等

年間販売額

(百万円)

30,849

各種商品

8,818

22,031

2,986,949

繊維・衣服等

事業者数

(店)

(平成28年)

1,108,689

その他

売場面積

(市)

729,092

379,598

※資料.平成28年経済センサス

1,320,696

従業者数

(人)

272

升

248

ウ長崎市の小売業(年間販売額順)

357,276

184

2,託9

飲食料品

年間販売額

(百万円)

357,276

2,321

8

機械器具

21

1,241

各種商品

213

209,945

織物,衣服・身の回り品

946

145,904

65

無店舗(※わ

事業者数

(店)

184

140,105

2,148

その他

8,818

2,341

※1

※2

3,320

1,262

227,4刀

従業者数

(人)

無店舗小売業:訪問販売、通信販売、自販機販売等。

資料:平成28年経済センサス

・十

729,092

303

9

8,981

年問販売額

(百万円)

502

2,057

107

1,174

1,020

124,842

3,357

2,184

売場面積

(市)

51,144

924

35,0能

6,865

22,031

32,643

105,887

19,424

15

116,457

29,615

379,598

49,564

54,515

117,695

357,276



(4)製造業

ア事業所数・従業者数・出荷額(長崎市内)

事業所数

従業者数

1事業所当たり

出荷額

出荷額

H25年

従業者数4人以上の製造業事業所。

資料:工業統計調査

329 所

13,307 人

4,946 億円

イ分類別従業者数(長崎市内の主要4分類)

H26年

分類

巧.0億円

はん用・
輸送機械

325 所

12,853 人

食料品

3,990 億円

電気機械

H29年

H25年

12.3 億円

金属製品

フ,965 人

312 所

14,554 人

その他

2,155 人

5,236 億円

H26年

対前回比

※資料.工業統計調査

705 人

゛

16.8 億円

フ,767 人

709 人

2,080 人

96.0%

1,フ73 人

ウ分類別出荷額(長崎市内の主要4分類)

H29年

113.2%

13,307 人

分類

712 人

131.2%

9,528 人

はん用・
輸送機械

896 人

136.酬

2,099 人

1,398 人

食料品

対前回比

12,853 人

H25年

電気機械

761 人

122.研

4,143 億円

金属製品

731 人

1,435 人

100.9%

その他

250 億円

14,554 人

H26年

106.9%

186 億円

※資料.工業統計調査

3,240 億円

81.酬

86 億円

102.眺

242 億円

281 億円

H29年

1 13.2%

4,946 億円

191 億円

4,459 億円

126 億円

276 億円

対前回比

191 億円

3,990 億円

193 億円

101 億円

137.醗

従業員1人当た

り出荷額("29)

207 億円

114.0%

5,236 億円

101.0%

4,680 万円

1,315 万円

80.1%

16

108.3%

2,536 万円

131.2%

1,382 万円

1,443 万円

3,598 万円

※
※

十
一
謡

十
一
=



(5)貿易(長崎~釜山国際定期コンテナ航路)

ア航路開設平成11年7月2日長崎港初入港

イ運航形態等

平成25年6月から、船社2社により週3便運航

⑦船社 a 高麗海運株式会社(KOREA MARINE TRANSPORT CO. LTD)

b 長錦商船株式会社(SINOKOR MERCHAMT MARINE CO. nD)

a 釜山(日)~優画11夏刃~熊本・八代(火)~釜山(7K)(イ)航路

釜山(木)~匠画1^~熊本(木)~伊万里(金)~志布志(土)~釜山(日)

b 釜山明)~八代明)~医画1^~熊本(火)~釜山(フk)

17

(ウ)実績

H24年

H25年

輸入

実績(1EU※)

H26年

3,061

H27年

3,562

輸出

H28年

4,909

473

H29年

4,653

※T印・・・20 フィートコンテナ換算(Twenw・foot Equivalent uniD

(1TEU=幅 20 フィート(約 6m) X高さ 8.5 フィート(約 3m)

※実績数は、実入りのコンテナ数(空コンテナを除く)

※航路開設後の最大実績数は、平成30年の 6,715T印

※便数の推移

H11航路開設時

H16 7~

706

H30年

・十

3,516

1,009

3,534

4,175

航海数

1,207

4,268

5,詑5

1,234

5,918

1航海当り

平均(TEU)

51

1,358

5,860

101

1,390

4,750

149

的.3

実績の

対前年比

5,533

153

42.3

6,715

H25.6~

151

39 7

109.3%

146

38.3

週2便

週1便

週3便

120.8%

146

31.5

138.フ%

37.9

99.0%

46.0

81.1%

X奥行き 8 フィート(約 2m))

116 5%

121.4%

↓
↓



(6) 企業の倒産状況

ア長崎市内の企業の

(百万円)

16,000

14,000

12,000

10.000

8,000

6,000

4,000

2,000

種別倒産件数・負債総額(負債総額1千万円以上)

崎市内倒産状況グラフ

0

^負総額(百万円

件数件

21年

フ,490

釘

業種

22年

3,319

19

建設

23年

3,200

28

運輸

24年

6,800

28

H27年度

(件)

40

製造

25年

6.217

14

35

26年

13' 587

23

5

2.404

140

卸小売

30

訂年

4.866

12

H28年度

25

サービス

20

28年

フ,768

13

その他

15

29年

1.796

16

(単位:上段=件、

H29年度

1,796

10

・十
件数

負債総額

資料:東京経済繍

1,100

2

76

3

1,146

12

4,866

30年

4,426

10

5

※

0

2

170

3

176

5

4,309

2

3,091

13

下段=百万円)

H30年度

5

171

3

90

4

378

4

1,157

2

1,250

60

2

3,010

4

部

18

10

4,426フ,768

18

16

0
0

負
債
総
額

0
0

0
0

0
0

0
0

1
訟



(刀企業立地奨励制度について

長崎市では、産業の振興及び雇用機会の拡大を図ることにより、経済の発展及び市民生活の向上

に資することを目的として、下記の企業立地奨励制度を設けている。

ア対象業種

◆造船・自動車等の輸送用機械関連産業

◆産業用機械、新エネルギー・環境関連産業

◆情報通信関連産業◆食品関連産業

◆農業◆陸上養殖業

◆その他の対象業種(主に倉庫業などの物流関連業

イ奨励金交付事業者の指定要件

立地形態 規模等

大企業

中小企業者等

◆医工連携関連産業

陸上養殖業法人

農業法人

中小企業者等

※工業団地に限る)

投資額総額

※1

陸上養殖業法人

3億円以上

農業法人

3千万円以上

※1

大企業

中小企業者等

3千万円以上

陸上養殖業法人

2千万円以上

投資額総額は、事業の用に直接供する土地、建物及び償却資産の取得に要した費用の合計金額

C肖費税額は含まない)。土地は操業日の3年前、建物・償却資産は1年前までに取得したもの

が対象となる。

雇用増従業員数は、操業日の前後1年にあたる日の従業員の差引の総数(市内の全事業所を対

象)で、雇用保険被保険者が対象となる。また、 1人以上は長崎市民である必要がある。

3千万円以上

農業法人

※2

雇用増従業員数

※2

1.5 千万円以上

1千万円以上

10 人以上

5人以上

3人以上

3人以上

5人以上

2人以上

2人以上

10人以上

5人以上

3人以上

3人以上

19
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ウ奨励金の申請手順

事前協議

.ー

操業

奨励金の合算額の総限度額一・10億円

."

操業日の30日前まで

指定申請

^

奨励金の交付申請

工奨励内容

施設等整

備奨励金

操業日から60日以内

→指定要件を確認した上で、市から指定

操業日から1年を経過した日以降

→市から奨励金を交付

建物等賃

借奨励金

投資額総額と固定資産評価額の

いずれか低い額

雇用

奨励金

50%以内

正社員 50万円/人(障害者加算50万円)

非正規 30万円/人(障害者加算30万円)

短時間 15万円/人(障害者加算20万円)

※長崎市民が対線

15%以内

建物等の賃借費用

X

を交付

X

■ 限度額なし

5年間で分割交付.

算定基礎額の上限

・・月々 1万円/坪

交付期間3年間

限度額なし

交付期間3年問

2年目、 3年目は前年

より5人以上増員の

場合に交付対象

操業日やその他市長

が別に定める期日と

比較して各月末日に

おける従業員数が8割

未満となった場合は、

交付対諒外。



オ奨金の交付イメージ

各奨励金については、投資額総額及び雇用増従業員数が指定要件を満たす二とを条件として交

付する

(ア)施設等整備奨励金

【モデル伊n 投資額総額 10億円※固定資産評価額も同額と仮定

→施設等整備奨励金の総額 10億円X15%=1.5億円

10億円

1.5 円

(イ)建物等賃借奨励金

【モデル例】建物等の賃借費用年額5,000万円

→建物等賃借奨励金の年額 5,000万円X50%=2,500万円

3,000 万円

1年目

5年間で分割して交付

3.0卯万円

2年目

5,000 万円

2,500 万円

30伽万円

3年目

3.000 万円

4年目

2,500 万円

1年目

大3年間交付

3,000 万円

5年目

2.500 万円

2年目

2.5伽万円

3年目

奨
励
金
総
額

投
資
額
総
額

奨
励
金
(
年
額
)

賃
借
費
用
(
年
額
)



(ウ)雇用奨励金

従業員数の増員数のうち長崎市民分を対象に奨励金を交付する。(最大3年間交付)

【モデル例①】操業後の従業員数が増加する場合

1年目

10 人
正規従業員数

(長崎市民)

従業員数

(前年との差)

(1年目との差)

雇用奨励金

(全て正規と仮定)

2年目

30 人

(+20 人)

500 万円

(10 人X50万円)

◎従業員数の推移

【モデル例②】操業後の従業員数が減少した後に増加する場合

2年目1年目

10 人20人

(△10 人)

1.000 万円

(20 人X50 万円)

3年目

70 人

(+40人)

(+60 人)

2,000 万円

(40人X50 万円

正規従業員数

(長崎市民)

・0110 人

従業員数

(前年との差)

(1年目との差)

1年目

30 人

如人

70 人

雇用奨励金

2年目

35 人

1,000 万円

伽人X50万円)

3年目

(全て正規と仮定)

3年目

35 人

(+25 人)

+15人

750万円

(15 人 X50 万円)

◎従業員数の推移

※3年目については、

交付しない

20 人

2年目1年目 3年目

1年目の従業員数からの増員数に対して奨励金を交付する。

15 人

10 人



、

3 クレインハーバー長崎ビルへの企業誘致について

(1)クレインハーバー長崎ビルについて

企業誘致を行うにあたり、1フロアに100人を超える雇用が可能な比較的規模の大き

いオフィスビルが市内に不足したことから、(公財)長崎県産業振興財団に対し長崎県

及び長崎市が建設費の無利子融資を行い、県有地にオフィスビルを整備したもの。

(2)ビルの概要

ア所在地:出島町1-41

イ規模:6 階建て、オフィス面積約 1,700坪【約 340 坪X5 フロア(2~6 階)】

ウ竣工日:平成29年12月15日

(3)ビルの入居状況について

令和元年6月1日現在、5・6 階の計2 フロアが入居済みで、 3階の 1/2及び4階の

フロアは入居が決定している。

残りの3階の1/2 フロアと2階の1 フロアが空室となっているため、長崎県及び(公

財)長崎県産業振興財団と連携し、1日も早い全フロアへの入居実現に向けて取り組ん

でいる。

6階

5階

4階

3階

^1

W邑富命

U 7φ

ペイロール(株)

令和元年7月1日~入居予定

雇用計画135名

雇用

ヒ保険

居

画2⑩

2階

空室

(1/2 フロア)

1階

京セラコミュニケーションシステム(株)

(1/2 フロア)

令和元年11月1日~入居予定

雇用計画50名

空室

駐車場

23



4 地域総合整備資金貸付(ふるさと融資)について

(1)制度趣旨

地方公共団体が、地域振興に資する民間投資を支援するために、地方債を原資とし、一般財

団法人地域総合整備財団(ふるさと財団)の協力を得て、長期の無利子資金を融資することに

より、活力と魅力ある地域づくりの推進に寄与する。

(2)経緯

昭和63年に「ふるさと財団」が設立され、平成元年度から制度が開始された。

長崎市では、「長崎市地域総合整備資金貸付要綱」を制定し、平成2年度から貸付を行ってい

る。

咽■

(3)制度概要

ア実施主体

イ対象事業者
一

ウ対象事業

都道府県又は市町村

法人格を有する民間事業者(第3セクターを含む)

地域振興に資するあらゆる分野の民間事業で、以下の要件をすべて満たすもの

(ア)公益性、事業採算性等の観点から実施されること

(イ)事業地域内において新たな雇用の確保が見込まれること

・ 1 人以上市町村から融資を受ける場合 ■ M .■ ■■

・10 人以上)(都道府県、政令指定都市から融資を受ける場合 ■●

(ウ)用地取得費を除いた貸付対象費用の総額が1,000 万円以上

(ア)設備の取得等に係る費用

(イ)試験研究開発費等当該設備の取得等に伴い必要となる付随費用

工 対象費用

イ

オ 融資比率

・限度額

償還期間

貸付利率

融資財源

融資

限度額

融資比率 45%

通常の施設

15年以内(5年以内の据置期間を含む)

無利子

地方債で調達

*地方債償還分は民間事業者からの返済金により充当

*地方債償還にかかる利子負担分の一部(75%)は地方交付税措置

民間金融機関の連帯保証が必要

複合施設

16.8 億円

通常の地域

ケ債権保全

直、5

24

25.3 億円

35%

10.5 億円

15.7 億円

過疎地域

45%

13.5 億円

20.2 億円

、ト

カ
キ
ク



(4)制度の仕組み

ア融資比率算定イメージ

貸付対叡費用から補助金を控除した額

民問金融機関自己
ふるさと融

資金等借入金

↑ 35%以内
連中枢都市圏等45%以内)

ウ 貸付決定までの事務の流れ

②事業の必要性・'当性を審査
3総合的な調査・検討依頼

地方公共団体

④結果通知

6決定通知1 申込
⑤予算議案

・議決

補助金

イ市の負担(財源)イメージ

ふるさと融資

地方債

(民問事業者からの返済)

1事務委託契約

民間事業者

連帯保証

民間金融等

ふるさと財団

工

金利

地方交付

税措置

乃怖

貸付実行と償還の流れ(資金の流れ)

②原資の借入(地方

一般
財源

25%

民間金

ふるさと財団

民間事業者

議会

⑤地方債の還

④返済

3

地方公共団体

付



(5)事前協議中の件について

【申込事業】

事業名

ビジネスホテル建設事業

アビジネスホテル建設事業概要

(ア)施設名称(仮称)ドーミーイン長崎駅前

(イ)事業主体大黒土地株式会社

(ウ)総事業費約30.7億円

完成:令和2年4月末予定(エ)事業期間 着手:平成29年9月

(オ)雇用効果新規雇用増加数20人(直接0人・間接20人(ホテル分))

(カ)借入希望額 12.7 億円

融資期間(キ)時期・期問融資時期:令和 2年6月

長崎市玉島助2-29

申込者

大黒土地株式会社

保証予定機関

株式会社親和銀行

(ク)事 業 地

長鰭中央

郵便局

帥

玉島由

(ケ)施設概要

←至長岫駅

ビジネスホテルを建設後、ホテル運営会社へ賃貸し、観光振興、

雇用創出を図る

1' 361.33 n;敷地面積

構造・階数鉄筋コンクリート造・地上 11 階建て

8.704.12 rΥ1延床面積

219 室客室

立体駐車場 32 台 X3基駐車場

目

事業地

15年(据置なし)

^

^

図
^

五
島
町
公
園



長崎市地域総合整備資金貸付状況一覧

NO
年度

(平成)

2

2

3

2

冷凍冷蔵庫建設事業

4

老人保健施設建設事業

3

事業名

5

4

観光ホテル建設事業

6

4

老人保健施設建設事業

4

観光ホテル建設事業

4

ホテル建設事業

造船所建設事業

5

10

5

貸付額
(千円)

ホテル建設事業

11

新聞印刷工場増設事業

5

12

135,000

5

水産加工施設建設事業業

13

100.000

老人保健施設建設事業

14

320,000

老人保健施設建設事業

6

15

貸付日

100,000

6

老人保健施設建設事業

16

H3.2.1

180,000

7

ホテル建設事業

17

H3.5.1

7

ホテル増設事業

18

32,000

H4 4 23

150,000

7

シティホテル建設事業

19

H5.1.27

141.000

新長崎水産鬮

放送施設建設事業

7

20

H5.2.16

280,000

7

ホテル建設事業

21

(福)長崎厚生福祉団

H5.4.20

老人保健施設建設事業

8

日昇観光鬮

22

56,000

H5.4.22

100,000

8

(福)友誼会

シティホテル建設事業

23

H5.10.28

事業者

100,000

老人保健施設建設事業

8

日昇観光鬮

24

怖.11.10

制長崎肋林テル

100,000

8

ホテル増設事業

25

H6.1.20

【参考】

槻渡辺造船所

169,000

放送施設建設事業

9

26

H6.5.25

総長崎肋イホテル

スポーツクラブ建設事業

9

27

66,000

H7.2.22

115,000

繍長崎新聞社

9

ホテル建設事業

28

H7.4.3

繍ヤマス

ビジネスホテル建設事業

29

98,000

H7.4.11

社会福祉法人平成会けーシンウ、ケア横尾)

商業ピル建設事業

9

30

22,000

H8.4,4

農業公園建設事業

9

医療法人博和会(サンブラ什愛宕)

31

58,000

H8.4.4

10

169,000

老人保健施設建設事業

(医)清潮会(みどりの里)旧三和町貸付

32

H8.4.4

10

鬮稲佐山観光ホテル

ビジネスホテル建設事業

33

42,000

H8.4.10

10

133,000

鬮伊万里玉屋(ワシントン折ル)

商業ビル建設事業

34

H8.4.10

10

202,000

泰益興産(株)

老人保健施設建設事業

35

H8.10.30

11

鵠テレビ長崎

病院建設事業

36

50,000

H9 1 20

11

鵬稲佐山観光ホテル

病院建設事業

釘

60.000

H9.2.12

12

153.000

社会福祉法人扶早会(東長崎ナーシングホ・ム)

商業施設建設事業

鈴

H9.2.26

袷

132.000

泰益興産槻

商業施設整備事業

39

H9.11.19

13

(JAL シティホテル)

300,000

社会福祉法人扶早会(東長崎ナーシングホーム)

ホテル建設事業

40

H9.12.24

16

制伊万里玉屋(ワシントン村ル)

ホテル建設事業

41

35,000

HI0.3.25

30

繍テレビ長崎

ホテル建設事業

HI 0.3.31

61.000

30

138,000

鬮西日本スホ'ーツァカデミー

リゾート施設整備事業

HI 0.4.15

(゛AL シティホテル)

野母商船鵠

オフィスビル建設事業

65,000

HI0.4.巧

九州教具繍

52,000

HI0.10.フ

長崎つきまち鵠

32,000

HI0.11.4

鵬ファーム

60,000

H11 3 24

175,000

医療法人蘭佑会

H11.4.14

(ホテルサン1トト長崎)

総計

146,000

九州教具鵠

H11.10.20

休テルウィンゲホ'ート長崎)

450,000

長崎つきまち鵬

H12.3.29

医療法人蘭佑会

85,000

1,400,000

H13.4.2

医療法人緑風会

H13.10.22

620,000

医療法人緑風会

H14.1.30

休テルウィングホ'ート長崎)

(ダイ朽ンド崎望館)

6,882,000

鬮長崎出島ワーフ

H17.3.2

嫁シーホ'"ウン

H31.2.26

九州教具鵬

H31.3.27

(ダイヤランド崎望館)

鵬エムエスケイ(全日空ウ、ラバーヒル)

九州教具鵬

繍KPG HOTEL&RESORT

長崎食糧倉庫欄

27

(ホテルベルt、1一長崎)

(ホテルウオーレ長崎駅前)

41 件(28 団体)

(長崎 BIZ PORT)

(アイランドナがサキ)



5 指定管理者の更新の方針(市民生活プラザ)について

(1)公募予定施設

ア施設の概要

(ア)位置図

^X赴島遜N入ド叉ず'1ゞX'"ゞ運ゞ師1.、、?瓢,ノ^、鰯§綜、賊テ宗鰭鱸ル1、亦yy'無御y^、ダ嵯'魚゛N1咲P、、鎧驗葬》遜さ'、'冒f匙'、- t倫゛恵酒艦1籍1.霧曙雫舞4嘉な、管驫亀長

、

ニ.山蓮麹穐獣姻、、〒}肌亀§む埼r',二極毛;掌゛えj,、1皿N、蜜b夕烹,轟誕ミ璽叫儲、司蘭f◆通蕪詑徐悌心愚趨ξ.
.、/倉礁ゞ.途'ミ引曳'締當§§ミ

、・4饗ゞ4、嫌講W餓腔謹饗'笥'と亘、・・異亀＼、県・X満§,"雫rミ曼恐安li1異P'弓宝＼.
＼,ξ,・f1リが" f゛、イ毛11知.1.を_:1/L稔1{、4美、之1●!建1匙1二"、

、●冴',、獣身踏X・点、・ゞ姦ゞ織轟璽勺灸厘詔阪や貰卓:: f

イ)配置図及び平面図

a 配置図

メルカつきまち(※)建物階層図

屋上二輪等駐車場立

6F プラザホール調整室・控室等

議室5F プラザホール・ ^

等駐4F 消費者センタ

3F ワ口ノ、

車
2F 飲

等場IF 物

場市設BIF 公

※メルカつきまちは長崎つきまち株式会社所有の建物。

、^
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b

[6 F]

平面図 *赤枠部分

,
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^皇

ミW似Ⅷ, N軸、、、゛1'
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唾^■^^H,盾胃"
^亘^il
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豊燿吊
司

冨・.画
■1暴!語、

(ウ)名称長崎市市民生活プラザ(ホール及び会議室)

(エ)所在地長崎市築町3番18号メルカつきまち5階・6階

(オ)構造鉄筋造(一部鉄筋コンクリート造)地上6階地下 1階建ての5階・6 階

部分の複合施設

(カ)設置年月日平成 10年9月19日

(キ)設置目的市民の交流の場を提供し、もって豊かな市民生活の向上に資すること

を目的に設置するもの。

"WJ"槌急
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(ク)主な施設内容

延床面積

施設

内容

(ケ)開館時間

(コ)休館日

5階

イ指定管理者制度導入による効果の検証

(ア)利用件数の推移(※過去4年間の実績を記載する)

a ホール

6階

1125.64 rrr (借上)

ホール

12月29

会議室、ホール、控室など

調整室、控室

9時30分~22時00分、会議室

日~1月3日

年度

利用件数

稼働率

導入前

(17年度)

b 会議室

年度

260

利用件数

27年度

9時30分~21時00分

稼働率

導入則

(17年度)

(イ)指定管理委託料

308

28年度

78.0%

934

27年度

年度

269

29年度

※修繕に係る委託料を除く

(ウ)利用料金収入(※過去4年間の実績を記載する)

72.8%

金額

導入前

(17年度)

872

(※過去4年間の実績を記載する)

28年度

51.5%

259

30年度

(件)

70.1%

'3,749

年度

823

29年度

27年度

48.0%

金額

272

70.9%

導入前

(17年度)

1.967

752

30年度

28年度

48.9%

(件)

17,710 17,017

27年度

1,569

能0

29年度

42.4%

19,233

28年度

1,568

(千円)

30年度

(見込み)

15,615

29年度

1,515

30

17,578

(千円)

30年度

(見込み)



(エ)主なサービス向上策
ノ"、

・民間企業へのダイレクトメールやポスティングなどを実施。

・フェイスブックやツイッターを活用し、潜在的利用者に対して施設の空き状況の

情報を発信。

・指定管理者による自主事業として、メルカつきまちゃ築町商店会等と連携したイ

ベントの開催や、手作り雑貨店等約40店舗を集ったマルシェ市を開催。

(オ)評価

指定管理者は施設の周知や事業者等へ施設の利用を促す取組みなどに努めており、

結果として落語会などの新たな利用者獲得の実績もあっている。また、利用者サービ

スの向上を図る取組みも行われており、このことは過去4か年の利用者アンケート調

査(※)にも反映されたものと考える。

また、指定管理者が主催した自主事業では、初めて築町商店会等の団体と連携した

イベントの実施や、手作り雑貨店等約40店舗を集ったマルシェ市の開催など、市民の

交流の場を新たに設けた取組みを行っている。この取組みにより、多くの方々が館内

を訪れ、館内の活性化及び地域への賑わいづくりに寄与したものと評価できる。

31

※平成27年度から平成30年度に実施したアンケート調査項目のうち、『指定管理者の

対応(接客)』について、「大変良い」・「良い」・「普通」という回答割合は 98.醐(4

か年平均)であった。

ウ次期指定管理者の選定方針について

(ア)現在の指定管理者有限会社ステージプランニングエル

(イ)現在の指定期間平成27年4月1日から令和2年3月31日まで

(ウ)次期指定期間令和2年4月1日から令和7年3月31日まで

(エ)選定方法公募

(オ)利用料金制導入(継続)



工 指定までのスケジュール

令和元年6月

年月

令和元年7月

令和元年8月

令和元年9月

市議会

6月議会

令和元年10月

令和元年11月

・更新の方針の説明(所管事項調査)

指定管理者公募

11月議会

公募締切.

内容

審査(指定管理者候補者選定審査会)

・審査及び候補団体の決定

指定管理者の指定

・指定議案審査

債務負担行為の設定

・補正予算議案審査

-32 -



6 がんぱらんば崎市応援寄附推進費に係る決算見込みについて

(1)平成30年度寄附金受入見込額(令和元年5月末現在)

平成30年度(4月~3月)寄附金受入見込額

成年度11月補正後予

【単位:千円】

1.1卯.000

1.0卯.0卯

900,000

帥0,000

700,000

600,000

500,000

400,0(川

300.000

200,000

100.0Ⅸ)

0

6月4月 7月5月

月別(平成3吽度11月襖正後予算)

累計(平成30年度11月補正後予算)

(2)平成30年分(1月~12月)の収支状況

市民税控除額(減収)※1

361,662 千円

(RI.5.23 現在)

8月 9月10月

一月別(平成30年度決算

^累計(平成30年度決算

30年度決算み

平成29年度決 808,785

平成30年度当初予算 850,000

1,017000

※1 市民税控除361,662干円の減収分のうち、 75%にあたる 271.246千円が交付税の

基準財政収入額に算入されることから、交付税措置を踏まえると251,001千円の

プラスになる見込みである。

※2 水産加工品・カステラ・ちゃんぽんをはじめとする特産品や旅行商品など346,969千円分

を返礼しており、長崎市の特産品等のPRや需要拡大につながっている

寄附金

928,158 千円

4.98

"月

、

、

【考】平成29年分(1月~12月)の収支状況

2月12月1月

一月別(平成29年度決算)

一累計(平成内年度決算)

務

(うち返礼品

559,897 千円

346,969 千円※2)

3月

市民税控除額(減収)

279,086 千円

赤字

20,245 千円

寄附金

801,181 千円

人件費

26,8"千円

務費 503,510 千円

(うち返礼品 346,154千円)

赤字

フ,486 千円

人件費

26,071 千円

)
)

歳
入

歳
出

歳
入

歳
出



7 中央卸売市場の概要について

(1)目的及び役割 」

中央卸売市場とは、私達の毎日の食生活に欠かせない生鮮食料品などを全国各地から多種多

量に集め、せり等の取引により適正な価格をつげて、安定的に消費者に供給する流通拠点であ

る。

(2)市場関係者

0

・卸売業者

・仲卸業者

・売買参加者

・全国中央卸売市場数(H31,4,1現在)
→ 65 (40都市)うち青果49

・全国市場経由率(27年度)-57

・国産青果物の市場経由率(27年度)

2社

18 社

,関連事業者

・長崎大同青果株式会社
果・株式会社長

(3)青果物の流通経路

(※データ:平成29年度)

・長崎市青果卸業協同組合

・大長崎青果組合

143 人

゛

.

産地別

取扱量

(数量)

長崎市
2.5

その他

県内

42.4%

県外

46.6%

輸入
8.5%

・長崎市青果物商業協同組合(93人)
・長崎市浦上青果食品小売商組合(18人)
・長崎青果丸和組合(12人)

・大長崎青果組合(11 人)

・長崎協和青果組合(6人)

・長崎新青果組合(3人)

13 業者

(37 都市)

5%

81.2%.^

(平成31年4月1日現在)

冨

1

生

」

関連商品売場ほか■

:

1

長崎市中央卸売市場

委託

産

買付

1

委託

者

.■
買付

/

集荷先の割合(金額)

・生産者 18,5%

,出荷団体 38.0%

・集出荷業者 33,4%
10.1%・その他

委託

゛.'
J゛

゛゛

、

N'

゛

゛

゛

買付

゛

゛
J
1

才

i

゛

配荷先の割合(金額)
53.4%・長崎市

・その他の県内 30.4%
16.2%・県外

J

者せり売

゛■
●冒●.

、、
1

.゛

゛

J

委託、買付の割合(数量)

・委託 60.フ%

・買付 39.3%

売渡

売渡

J

.、

.冒

売渡

、

甲三

■、

、

、

、

1

消

1

ノ、

、

せり、相対の割合(数量〕
・せり 14.3%

・相対 85.0%

・その他 0.フ%

ノ
J

、

.、

売渡

、
、

、
、

、
、

、
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費

、

34
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、..

玉

゛

、

市場での販売先の割合(數量)
・仲卸業者 64.2%

・売買参加者 35.4%

(小売業者)

・その他 0.4%
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(4)年度別取扱高状況

取汲数(トン)

90,000

80ρ00

70000

60ρ00

50.000

40000

取扱高推移

30ρ00

20,000

数

→一金顎

10000

( t )

(百万円)

※

0

取扱数のピークは昭和62年度
取扱金額のピークは平成3年度

H21

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

※取扱高減少の要因

・人口減少による需要減

・高齢者施設や単身世帯、共働き世帯の増加による家庭需要の減(業務用需要の増)

取扱金額(百万円)

20000

H22

野

トン

59824

56,579

56.376

57,476

58.373

53.842

52.356

51,559

51,370

48,457

数

H23

18000

菜

金額仟円)

9942,371

10β30.206

10,431.918

9,610,362

10,160,739

9,545,702

10,741,066

1 1.1 19,876

10.426,355

9.364,386

H24

16000

14000

H25 H26

年度

102.B53 トン

21935百万円

12000

果

数(トン

23,265

20β09

20β64

21,361

21,170

20,252

18266

17,783

18,417

18.060

10ρ00

H27

8,000

実

金額千円

5,245500

5.823,993

5.645.096

5、428288

5,482,510

5.489,291

5.767,299

5,706.505

5.663.873

5,742593

門28

6,000

H29

4,000

総取扱高

数(トン)金額(千円)

83,089 15,187β71

フフ,388 16,654,199

フフ,240 16,07フ.014

78,837 巧,038,650

79.543 15,643,249

74,094 15,034,993

70.622 16,508.365

69,342 16,826,381

69,787 16,090,228

66,517 15,106,979

2ρ00

H30
0

前年度比(%)

(総取扱高

金額数

96.8 94.8

93.1 109.フ

99.8 96.5

102.1 93.5

104.0100.9

93.1 96.1

95.3 109.8

101.998.2

95,6100.6

93.995.3

など



(5)卸売市場法の改正について

ア卸売市場法改正の背景及び趣旨

(ア)背景

卸売市場法は、平成11年の「せり・入札原則」の廃止却、平成16年の「委託集荷原則」

の廃止地、市場外取引の規制緩和など、卸売市場を取り巻く環境の変化に応じた改正が行わ

れてきた。

しかしながら、市場外取引の増加や生活スタイルの多様化に伴い、市場の役割や生鮮食料

品の流通環境の変化が進み、法の規定が実態と合っていない状況となっていたことから、各

市場の実態に即した柔軟なルール設定が必要となった。

※1「せり・入札原則」の廃止:卸売業者の販売方法は、せり・入札取引を原則としていたが、相対取
引(1対1の取弓D ができることになった。

※2「委託集荷原則」の廃止:卸売業者の集荷方法は、予め締結した契約に基づき販売の委託を受け、
売上に基づく委託手数料を徴収することを原則としていたが、買付集

荷ができることになった。

(イ)趣旨

卸売市場は、今後も食品流通の核として堅持し、生鮮食料品等の公正な取引環境の確保を

促進するとともに、消費者二ーズへの的確な対応のため、規制を緩和し、共通の取引ルール

以外は、関係者の意見を聴いたうぇで、市場の実態に即し、柔軟に設定できることとするもの。

(ウ)公布・施行

公布日平成30年6月22日
、

施行日令和 2年6月21日

イ 改正の概要

(ア)取引ルールの柔軟化

①

項目

差別的取扱い禁止

② 受託拒否の禁止

③ 第三者販売の禁止

市場取引において不当に差別的取扱いをし

てはならない。

④

卸売業者は、販売の委託の申込みがあった
場合には、正当な理由がなけれぱ、拒んで
はならない。

商物一致の原則

⑤

内容

直荷引きの禁止

卸売業者は、仲卸業者、売買参加者以外に

卸売してはならない。

卸売業者は、市場内にある物品以外を卸売

してはならない。
規制緩和
⇔関係者の憲見

を聴き、市場毎に

ルールを定める。
仲卸業者は、卸売業者以外から商品を仕入

れてはならない。

1・

36



(イ)開設者の要件緩和

,開設者都道府県、 20万以上の市

・農林水産大臣の認可⇔認定

(ウ)附属機関の設置規定削除

現行の2つの附属機関 t
長崎市中央卸売市場開設運営協議会、

長崎市中央卸売市場取引委員会

※取引を中心とした新たな附属機関を設置予定

(エ)その他

・卸売業者農林水産大臣の許可

国の立入検査

37

ウ新制度移行までのスケジュール

(ア)市場関係者の意見聴取

(イ)開設運営協議会、取引委員会
での取引ルールの検討

(ウ)開設運営協議会諮問・答申

(エ)条例改正議案提出

(オ)国への認定申請

仂)新制度移行

^ 規定削除*民間も参入可

、

規定削除*開設者の許可等

規定削除*開設者の立入検査

※国は開設者への指導を通じ管理

⇔廃止予定

平成30年9月~平成31年3月

平成30年11月~令和元年7月頃

令和元年9月頃

令和元年11月議会

令和元年12月以降

令和2年6月21日

=
=



【考】令和元年度商工部の主な事業

(商工部予算の内訳)

工部 7款商工費当初予算(事業2名称別)
※プレミアム付商品券発行事業費を除く。

21,688

1.3%

20,172

1.2%

25,500

1.馴

28,509

1.フ%

19,168

1.1%

66,321

3.9%

82,799

4.鵠

14,086

0.鵠

12,439

0.フ%

・交際費
・商工振

'額

1,712,590

(千円)

企画

693,282

40.5%

400 0.佛

240 0.眺

中小企業金融対策費

施設管理運営費
(市民生活プラザホール運営)

中小企業対策費

物産振興対策費

商店街賑わい整備事業費補助金

事務費

商工振興企画費

727,986

42.5%

42.5%

4.訊

1.フ%

工業振興対策費

市場費

商工振興施設整備事業費

商業振興対策費

貿易振興対策費

交際費

1.3%

1.1 %

0.フ%

0.0%

40.研
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1.5%

1.2%

0.8%

0.0%



【参考】令和元年度

長崎市第四次総合計画まちづくりの方針

C 私たちは「活力に満ち、発展し続けるまち」をめざします

CI 交流を活かした地場企業の活性化と域内経済の循環を促します

・域外からの外貨獲得をめざす地場企業を支援します

・商店街・商店の利用を促進します

・卸売市場機能の充実と強化を図ります

1地域商社育成支授費

単独ではマーケティングや販路開拓に取り組むことが難しい事業者に代わり

域外への販路開拓・収益増に取り組むほか、事業者への商品開発支援や

マーケティング等のコンサルティング機能、地域のブランディング機能を

担う地域商社事業について支援する。

商工部の主な事業

2商店街持続化推進費

空き店舗を出さないための予防的対策としての後継者問題対策と、

併せて空き店舗をうめるための治療的対策として、商店街を

「起業する場所」として捉え、実践的取組みを通じて課題解決を図る。

事業内容

3まちなか商店街誘客費補助金

今後増加が見込まれる国内外からの観光客の誘客と消費拡大に取り組む事業

を支援する。

予算額

4長崎街道シュガーロード推進費

江戸時代に砂糖が運ぱれた長崎街道シュガーロードの歴史や文化を活かした

地域振興について、沿線自治体と連携して取り組み、市民・観光客への魅力

発信を行う。

16,船2 千円

主管課

商工振興課

予算額

5商業活性化支援費補助金

事業担当課

・頑張る商店街ステップアップ事業

商店街等の団体が実施する消費拡大や大型店等との連携、観光客の取り込み

などの商業活性化のための事業を支援する。

商工振興課

3,220 千円

予算額

6長崎市中心市街地活性化協機会補助金

長崎商工会議所を事務局として、まちなか商店街、交通事業者、金融機関、

大学、 NP0など中心市街地に関係する様々な団体等を構成員とする長崎市

中心市街地活性化協議会の運営費について、そのV2を補助する。

商工振輿課

予算額

5,000 千円

1,881 千円

商工振興課

予算額

商工振興課

2,000 千円

予算額

商工振興課

500 千円
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商工振興課



7商工団体支擾

地区商工会、中小企業団体中央会に対する運営支援を行う。

8市設小売市場費

中央小売市場、高島市場、池島総合食料品小売センターの維持管理を行う。

9中央卸売市場事業特別会計

生鮮食料品などを全国から多種多量に集荷し、適正な価格で安定的に供給す

る流通拠点である卸売市場の機能を維持するため、市場内取引の管理監督や

施設の維持管理を行う。

予算額

予算額

9,452 千円

予算額

66,321 千円

商工振興課

307,576 干円

商工振興課

中央卸売市場

40



、

C2 域外経済への進出を加速します

・地場企業の域外への販路拡大を支援します

・地場企業のアジアをはじめとする海外展開を支援します

1 ものづくり支擾費

優れモノ認証費

(1)新規性、独自性、市場性及び有用性がある優れた製品・技術を市長が

「優れモノ」として認証し、市内外への情報発信やPR等を支援する。

②認証した製品のうち、長崎市役所で使途が見込まれる新商品について

は、「トライアルオーダー認定品」として市が優先購入することで、

販路開拓を支援する。

(3)産業見本市への出展、ホームページの作成及び改修、チラシの作成等

認証企業が実施する販路開拓に係る事業に要する経費の一部を助成す

る。

補助率V2、限度額20万円

事業内容

2物産振輿推進費

予算額

中小企業者の物産振興の取組みを支援する。

長崎市内外での販路拡大を図るため、物産展への出店により特産品のPRや

知名度向上を図り、売上や取引機会の増加につなげる。

3長崎水産練り製品ブランド化支擾費

2,096 千円

y 水産練り製品製造業者、市内経済団体、金融機関等と連携Lて水産練り製品

のブランド化等に取り組んでおり、長崎かまぽこの認知度を高め、新たな

需要の喚起、販路拡大を図る。

主管課

商工振興課

事業担当課

商工振興課

4がんぱらんぱ長崎市応擾寄附推進費

ふるさと納税制度を活用し、長崎市の魅力を知ってもらうとともに、.特産品

等の需要拡大につなげるため、返礼品の充実や、平成30年度に増設した2つの

ふるさと納税専用ボータルサイトへの返礼品の掲載強化を行い、寄附額の増加

を目指す。

<参考:平成31年度寄附受入目標額 1,010,000千円>

予算額

5貿易対策活動費

2,406 千円

予算額

貿易相談を通した企業活動支援、航路の維持・;広大のための集荷活動、

船社等との調整を行う。

商工振興課

735 千円

予算額

商工振興課

649,004 千円

予算額

ふるさと納税推進室

2,301 千円
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商工振興課



6長崎港活性化センター補助金

長崎港活性化センターを通じて、集荷活動、ボートセールス、船社協議、

貿易促進のための各種助成等を行う。

<参考:長崎港活性化センターの助成制度>

①コンテナ輸送トライアル助成制度

定期航路の新規利用企業への経費助成。1~1.5万円、輸出入各々5TEU(※)まで

(2陣兪出コンテナ助成制度

コンテナの輸出経費への助成

10,000円/ 1 TEU (上限75万円/社)

③中国・東南アジア等向け輸出コンテナ助成制度

定期コンテナ航路が無い「韓国以外の地域」に対するコンテナの輸出経費

への助成

5,000円/1T印(上限37万5千円/社)

④古紙輸出コンテナ助成制度

古紙の輸出に対するコンテナの輸出経費への助成

10,000円/1TEU(上限75万円/社)

予算額 4,000 千円

※ TEU:海上貨物コンテナの単位

商工振興課

U



C3 地場企業の経営資源を強化Lます

・人材育成を支援します

・人材の確保を支援します

・経営の効率化や生産性強化を図ります

1若年者雇用促進費

学生とその保護者に地元企業及び長崎で暮らす魅力について情報発信するこ

とにより、地元就職・定着を促進するとともに、進学等で転出した若者の

UIUターン就職の増加を図る。また、地元企業の積極的な採用活動を促す

ための支援を行う。

(1)情報発信

ア長崎キラリカンパニー制作委託

イ地元企業及び長崎で暮らす魅力を発信する書籍の共同発行

ウ学生と企業の座談会

工保護者向け地元就職促進セミナー

オ福岡での地元企業研究会

力地元企業インターンシップ情報の発信(ゼロ予算)

②採用活動支援

ア採用カアップセミナー

イ採用活勳支援事業

ウ UIJターン就職促進事業

事業内容

予算額

2 ものづくり支擾費

18,166 千円

地場中小製造業の競争力強化のためのものづくり支援

①長崎地域造船造機技術研修事業

技術研修センターが行う技能者育成研修に対する支援

(事業主体:長崎地域造船造機技術研修センター)

②長崎工業会補助金

地場中小企業の競争力、経営力の強化のための取組に対する支援

(事業主体:長崎工業会)

③若年者等技能向上奨励金

若年技能者及び障害者の技術技能の向上を図るため、全国大会等へ出場

する技能者等や県外の障害者職業訓練施設で訓練を受ける者に対して助

成する。

④新事業展開・10T活用技術による生産性向上支援補助金

新事業展開や10T活用による生産性向上など企業の新たな取組みを促進

するため、可能性調査及び産業人材育成に要する経費の一部を助成す

る。

主管課

産業雇用政策課

事業担当課

産業雇用政策課

予算額 13,633 千円 商工振興課
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3 中小企業サポート活動費

中小企業が直面する経営・技術面での課題解決のための総合相談窓口

(1)中小企業コーディネーター(民間企業OB)

販路拡大、商品開発等の相談・支援、各種支援メニュー紹介

②造船造機技術指導員(民間企業OB)

造船造機中小企業への溶接技術指導、溶接作業のコスト低減指導

③金融相談員(金融機関OB)

市融資制度等に関する相談・支援

(4)雇用促進コーディネーター(ハローワーク0B)

雇用に関する相談・支援

4 中小企業金融対策費(融資制度)

小企業振興資金

中小企業短期資金

予算額

中小企業災害復旧等支援資金

中小企業連鎖倒産防止資金

中小企業創業資金

中小企業エコ資金

中小企業いきいき企業者支援資金

中小企業いきいき労働環境整備資金

9,978 千円 商工振興課

ーーーーーー^

予算額

利率は短プラ連動による
変動金利
保証料補助一部有り

727,986 千円

ー^
利率1.4%
保証料全額補助

産業雇用政策課

"



、

C4 新しい企業・新しい産業を創造し育成します

・産学官や異業種間で連携しながら、創業や新分野への進出を促Lます

,域外から新たな企業の立地を促進します

1産学連携・創業支援費

(1)大学連携型起業家育成施設 rながさき出島インキュベータ(D-FLAG)」

を拠点とした創業支援

ア賃料補助

イ入居企業支援負担金

②長崎市内での創業に対する支援

ア創業者広報活動支援補助金

事業内容

2 ものづくり支擾費

挑戦型共同研究開発支援補助金

3企業立地推進費

(1)奨励制度

ア施設等整備奨励金

イ建物等賃借奨励金

ウ雇用奨励金

②オフィスビル建設促進補助金

③企業誘致活動

ア長崎県産業振興財団へ職員派遣

イ企業訪問、誘致の提案、広報活動

予算額 18,738 千円

主管課

産業雇用政策課

予算額

事業担当課

産業雇用政策課

予算額

1 プレミアム付商品券発行事業費

フ,947 千円

消費税・地方消費税率の10%への引上げが低所得者・子育て世帯の消費に与

える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起・下支えするため、

プレミアム付商品券を発行する。

649,233 千円

商工振興課

産業雇用政策課

事業内容

予算額 2,672,452 千円

事業担当課

プレミアム付

商品券事業室
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